
携帯電話市場における競争政策上の課題について（平成30年度調査）

市場において事業者の十分な競争が行われるためには，消費者による
合理的な商品・役務の選択が機能することが重要な要素である

○ 消費者が契約期間中に支払う通信料金と端末代金の費用総額の目安
の提示（新規契約及び契約更新時）
○ MNOの販売方法（通信と端末のセット販売，２年縛り等）は消費者に
とって複雑なものとなっているため，このような契約プランの改善
○ 消費者の利用状況を踏まえた，最適なプランの提示

★ 通信と端末のセット販売において端末代金を大幅に値引く販売方
法により，他の事業者の事業活動を困難にさせる場合には，独占禁
止法上問題となるおそれ
★ 端末の本来の価格として表示された根拠のない価格からの大幅な
値引き額等を強調して消費者を不当に誘引する場合には景品表示法
上問題となるおそれ

★ ＭＮＯの下取り端末について，販売先事業者による国内流通を制
限し，MVNOを排除することは，独占禁止法上問題となるおそれ
★ ＭＮＯの下取り端末を販売する際に特定事業者のみ著しく不利な
条件で販売することは，独占禁止法上問題となるおそれ

★ MNOが特定のMVNOに対してのみ著しく有利な価格・条件で接続
することなどにより，当該MVNO以外のMVNOの事業活動を困難にさ
せる場合は独占禁止法上問題となるおそれ

スイッチングコストを高める行為，消費者を不当に誘引する行為等の
組み合わせにより，競争者排除効果が増幅し，独占禁止法上問題となるおそれが一層高まる

ＭＶＮＯがＭＮＯの競争者として機能するため，ＭＮＯが接続料を引き下
げ，ＭＶＮＯとの取引に積極的に取り組むインセンティブとなるような制度
設計が必要

〇 接続料等の周波数割当への活用
〇 接続料の検証における一層の透明性の確保
〇 接続料の予見性の確保

★ ２年縛りやその自動更新が実質的に消費者を拘束すること以外に合理的
な目的はないと判断され，他の事業者の事業活動を困難にさせる場合には，
独占禁止法上問題となるおそれ

★ ４年縛りが消費者の選択権を事実上奪い，他の事業者の事業活動を困難
にさせる場合には，独占禁止法上問題となるおそれ
★ ４年縛りは端末を半額で購入できるかのような印象を与えることも懸念さ
れ，店舗での説明等が不十分であり，消費者を不当に誘引する場合には景
品表示法上問題となるおそれ

★ ＳＩＭロックを設定することに合理的な説明がつくとは考えにくく，他の事業
者の事業活動を困難にさせる場合には，独占禁止法上問題となるおそれ


